
歳出予算構成

その他の経費

投資的経費

義務的経費

成長力強化戦略

合併特例債事業
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■財務指標 実質公債費比率と地方債残高の推移見込み

■合併して１０年間は旧市町村が存続したものとして普通交付税を
算定し、その後５年間は、激変緩和の調整期間が設けられている。

■普通交付税の基準財政需要額の推移を△1.0％と見込み、Ｈ31の
地方交付税を145億円と見込んだ。

■上記試算に基づき、H31の一般会計予算規模を309億円とした。

佐渡市将来ビジョンの概要 （H21.8月中間、12月最終報告）

■将来ビジョンの策定方針
①普通交付税一本算定時の予算規模を想定した「平成３１年度までの佐渡市歳出・歳入改革」を策定。
②市の成長力を伸ばすため中長期的な投資戦略を定める「佐渡市成長力強化戦略」を策定。
③これら２つを車の両輪として将来ビジョンを策定する。

■今後１０年間の要歳入額と要削減額
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平成　16・・・ 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
地方交付税 20,100 21,693 20,991 20,857 20,658 19,983 18,899 17,280 16,185 15,159 14,555
（百万円）

合併算定替適用額

（単位：％　百万円）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

実質公債費比率
（３ヵ年平均）

16.7 16.2 16.0 16.5 16.8 16.9 17.1 18.0 18.9 20.1 21.0 21.4

地方債残高
（一般会計）

55,761 54,145 53,501 55,254 56,514 56,424 52,920 49,363 46,412 43,634 41,181 39,108

Ｈ３１ 普通交付税129億円＋特別交付税16億円＝145億円

■佐渡市の置かれている状況と将来ビジョンを策定する目的～ビジョナリー・ガバメントを目指して～

・市の歳入予算の半分は地方交付税が占めている（H21 49.3%)。普通交付税においては、合併算定替完全適用期
間が終了するＨ２６以降、大幅減少が見込まれており、予算規模は将来的に大きく縮小せざるを得ない。
・普通交付税の一本算定を見据えた市の将来像を明確にし、それに向けた行財政改革や成長力強化戦略の検討が
必要。Ｈ２１普通交付税の合併算定替204.５億円と一本算定154.3億円の差額は50.2億円。
・市の経済状況は市内総生産が減少傾向にあって、建設業の落ち込みが著しいほか、政府サービス生産者の割合
（佐渡市19.8％、県平均11.6％）が高い傾向にある。

１. 平成３１年度までの佐渡市歳出・歳入改革

（単位：百万円、％）

平成31年度 要削減額

（あるべき姿） 金額 増減率

人件費 8,397 5,400 ▲ 2,997 ▲ 36.0

物件費 6,137 4,550 ▲ 1,587 ▲ 25.9

補助費等 3,411 2,760 ▲ 651 ▲ 19.1

繰出金 4,134 3,500 ▲ 634 ▲ 15.3

普通建設事業費 6,085 4,800 ▲ 1,285 ▲ 21.1

その他 12,636 9,890 ▲ 2,746 ▲ 21.7

合計 40,800 30,900 ▲ 9,900 ▲ 24.3

平成21年度要削減額（単位：百万円、％）

平成31年度平成31年度 要歳入額

（自然体） （あるべき姿） 金額 増減率

市税 4,500 5,000 500 11.1

地方交付税 14,555 14,555 0 0.0

分担金・負担金 300 400 100 33.3

使用料・手数料 700 750 50 7.1

財産収入 100 150 50 50.0

要歳入額
第３段階第２段階

第１段階

309

408

535

成長力強化のための交通インフラ整備経費を別途勘案した場合、H31では2～3ポイントの比率上昇が予想される

Ｈ２１決算見込みは22,452百万円

行政改革大綱

総合計画

①平成３１年度までの歳出・歳入改革 ②佐渡市成長力強化戦略

財 政 計 画

佐渡市将来ビジョン

反 映

本部設置日 ７月６日



３．交通インフラの整備

■佐渡市は、市内総生産に占める公共事業（建設業：佐渡市12.4％ 県平均7.0％）や政府サービス割合（佐渡市19.8％ 県平均11.6％）が他の圏域

に比して高く、今後10年間の市の歳出規模の縮小による地域経済への影響が懸念される。

■佐渡の強みを活かし、地域経済活性化のために成長戦略を定めることとする。活性化は、「佐渡の豊かな自然の恵みを活かした産業おこし」と「佐渡

の魅力を活かしたにぎわいの島づくり」が基本であり、それには、すべての産業が連携することが必要。その基礎となる「農林水産業の振興」と「観光
等交流人口の拡大」を推進し、これらを支える基盤として 「交通インフラの整備」、「安全・安心な地域づくり」、「次世代を担う人材育成」に取り組む。

１．農林水産業の振興 ２．観光等交流人口の拡大

４．安全・安心な地域づくり

（２）交流人口の拡大

（１）観光の振興
（１）構造改革

（１）地域力の向上

①組織体制の整備 ②改革等の進捗管理 ③国・県の施策への迅速な対応 ④社会情勢に対応した適切な見直し

２. 佐渡市成長力強化戦略

３.今後の推進体制整備等

（２）生物多様性を基本とした販売戦略

（３）生産から販売までを連携させる産業構造改革

（２）消防防災・救急体制の整備

（３）医療・福祉・介護体制の整備

（１）航空路の整備

（２）佐渡航路の充実

（３）島内公共交通体系の整備

（４）道路等の整備

５．次世代を担う人材育成

（１）子育ての支援

（２）次世代の教育

（３）佐渡活性化のための人材育成

佐渡の豊かな自然の恵みを活かした産業おこし 佐渡の魅力を活かしたにぎわいの島づくり


